指導力不足等教員の取扱いに関する規則運用基準
第１　指導力不足等教員の定義（第２条関係）
第２項第２号の｢安心して学校生活を送ることができる｣及び「学校環境」とは，それぞれ次のものをいうものであること。
（１）　「安心して学校生活を送ることができる」　
安全という最も基本的かつ最低限の条件が満たされた上で，分かる喜び，できたという達成感及び確かな学力が保障されるとともに，児童又は生徒同士，さらには，児童・生徒と教職員との関係が円滑に築かれている状態をいうものであること。
（２）　「学校環境」
児童又は生徒との関係だけではなく，他の教職員や保護者，地域社会とのコミュニケーションなど，学校を取り巻くすべての人的及び物的環境をいうものであること。
第２　認定要件（第５条関係）
１　各号に掲げる認定要件は，指導力不足等教員ととらえる観点を示したものであり，それぞれ次のような状態又は態様をいうものであること。
（１）　「教員としての使命及び職務への自覚が不足し，日常的な職務の遂行に支障を来していること」
①　学習指導に偏りがある指導をする。
②　垂範意識に欠けた言動をとる。
③　危機管理意識に欠けた行動をとる。
④　適正に勤務する自覚に欠けた行動をとる。
⑤　管理職の指示や指導を理解しようとせず，無視する。
（２）　「児童又は生徒の心を理解する能力や意欲に欠け，学級経営，生徒指導等を適切に行うことができないこと」
①　児童又は生徒を理解して指導に当たることができない。
②　受容的かつ共感的な態度で児童又は生徒に接することができない。
③　生命や人間尊重の立場に立った言動に欠ける。
④　児童又は生徒との信頼関係が築けない。
⑤　学級経営・教室経営ができない。
（３）　「教員としての力量を高めようとする意欲がなく，向上心を持って教養を磨こうとはしないこと」
①　自己研鑽の意欲に欠ける。
②　研究と修養に努めようとしない。
（４）　「教科・領域等に関する専門的な知識，技術等が不足し，又は指導方法が不適切であるため，学習指導等を適切に行うことができないこと」
①　専門的知識・技能に欠ける。
②　指導方法や教材に工夫がない。
③　児童又は生徒の実態に即した指導ができない。
④　授業中の児童又は生徒の管理ができない。
（５）　「保護者，地域社会及び関係諸機関と信頼関係を築くことができず，教育活動に必要な連携又は協同を行うことができないこと」
①　保護者や地域社会とのコミュニケーションがとれない。
②　関係諸機関との連携や協力関係がとれない。
（６）　「他の教職員と協調して学校運営に参加しようとする態度が見られず，又は校務処理を適切に行うことができないこと」
①　学校運営に参加しようとする態度に欠ける。
②　組織人としての自覚ある言動がとれない。
③　校務を適切かつ迅速に処理できない。
２　指導力不足等教員の状態・態様ごとに表出される，問題となる具体の事実行為（以下「問題行動」という。）の例は，別表のとおりであること。ただし，これらは，典型的な問題行動を例示したものであり，教員によっては，これら以外の問題行動が現れることがあることを考慮する必要がある。
第３　認定申請（第３条関係）
指導力不足等教員の認定制度の目的は，当該教員を学校現場から排除することではなく，あくまで児童又は生徒が安心して学校生活が送れるよう，教員としての資質能力の回復及び伸長を目指すことにより，現場復帰を図ることであること。したがって，同制度の運用に当たっては，学校内の信頼関係が崩れたり，当該教員の回復及び伸長への意欲を損なうことのないように十分配慮をしながら，次のように進めること。
１　学校における対応
（１）　指導力不足等と考えられる教員の状況把握
①　校長は，学校経営の一環として，教育課程や指導体制等の学校評価を通して，指導力不足等と考えられる教員を把握し，日常の健康状態や勤務状況をきめ細かく観察するとともに，他の教職員からの情報の収集，当該教員からの事情の聴取及び前任校の管理職との連携を図ることにより，その実態を的確かつ具体的に把握する。
②　児童又は生徒，保護者，ＰＴＡ関係者及び学校評議員並びに地域の関係者からの不満，苦情，相談，批判等に謙虚に耳を傾け，児童又は生徒が安心して学校生活を送ることを損なっている状況について正確に把握する。
③　別表の具体例に照らして，当該教員の問題行動が，どの状態・態様に該当するかについて類別し，把握する。この場合において，教員によっては，例示した具体例とは異なる問題行動が現れることも考えられることから，それぞれのケースに応じて的確に把握及び類別する。
④　校長は，①～③で把握した事項を「指導・観察の記録」（様式Ｂ）に記録する。
（２）　問題行動の状況分析及び原因究明 

①　当該教員の行動記録等に基づき，問題行動の状況を分析する。
②　問題の所在が，資質能力又は疾病のいずれに起因するのかを的確に判断する。
（３）　校長の適正指導
①　校長は，（２）の状況分析及び原因究明の結果に基づき，教育委員会又は教育事務所に指導・助言を受けるなどして，当該教員の継続的な指導・育成に努める。この場合において，校長は当該教員の問題行動が児童又は生徒に深刻な影響を及ぼすことが懸念されるときは，教育委員会又は教育事務所の指導・助言により，児童又は生徒が安心して学校生活が送れるようにするために必要な措置を迅速に講じる。
②　当該教員に対し問題点を提示し，自分を高めていく意欲をもたせるような自覚を促す指導を行う。また，関係者に当該教員に対する対処についての理解と協力を得る。
③　当該教員に精神性疾患等の疾病が考えられる場合には，本人の家族などの協力を得ながら，各種のメンタルヘルス相談等の利用を勧めるほか，疾病の程度によっては，専門医の受診を本人に説得する。
（４）　指導・助言の成果等の記録
校長は，問題行動があると思われる教員の状況及び（３）①及び②により行った指導のほか，教頭，主任（部長）その他の教職員が行った指導・助言の成果等を様式Ｂに記録する。さらに，教職員，保護者等からの客観的な情報を可能な限り多く収集し，これらについても詳細に記録する。
（５）　具体の事実行為の記録
校長は，「指導力不足等教員に関する調査資料」（様式Ａ）の「問題となる具体の事実行為」欄に，指導・観察の記録（様式Ｂ）等に基づき，表出された事実行為をその状態・態様に即して記述する。教員によっては，一つの状態・態様について複数の事実行為が現れてくることも考えられるので，それぞれについて記述する。また，具体例に記載されていない事実行為が見られた場合にも，その事実行為を記述する。
（６）　状態・態様の評価 

校長は，様式Ａの「問題となる具体の事実行為の記録」で記述した事実行為の状況を踏まえ，「問題の程度」及び「問題の頻度」に応じ，さらには「児童又は生徒の反応」の観察も加えて，状態・態様を次の「ａ・ｂ・ｃ・ｄ」の４段階で評価する。
	ａ：通常の教育活動ができる。
（児童又は生徒が安心して学校生活が送れる。）
ｂ：教育活動に時折支障を来す。
（児童又は生徒が時折不安になる。）
ｃ：教育活動に支障を来すことが多い。
（児童又は生徒が不安になることが多い。）
ｄ：日常的に教育活動が成立しない。
（児童又は生徒の不安が日常的なものになっている。）


（７）　課題の状況
校長は，様式Ａの「課題の状況」欄に，それぞれの観点ごとに，様式Ｂに基づき，指導後の「関係者（保護者等）の反応」，「他の教職員との関わり」，「管理職の指導の経過」，「本人の受け止め」等を具体的に記述する。
（８）　観点の評価及び評価基準
校長は，様式Ａの「観点評価」欄に，規則第５条各号に示す各観点ごとに，事実行為の内容やこれまでの指導・助言に基づき，次に揚げる評価基準に照らして「Ａ」，「Ｂ」，「Ｃ」，「Ｄ」の４段階での評価を記入する。
その際，状態・態様によってその問題の比重が異なるので，単純に点数化し，その合計点によって評価をすることはせず，総合的に評価を行うものとする。
	Ａ：本人の問題となる状況への自覚があり，問題となる行動が改善されてきている。
⇒　校内で必要に応じて管理職等が指導を続けることで改善できると考えられる。
Ｂ：指導しても，問題となる状況が改善されないことがある。
⇒　継続的な校内の指導で改善が期待できるが，教育委員会の援助が必要であり，特別な指導・研修が必要と考えられる。
Ｃ：指導後も頻繁に問題となる状況が見られたり，処理等が不適切なままである。
⇒　学校と研修施設での特別な指導・研修が必要と考えられる。
Ｄ：度重なる指導にも従わず，問題となっている状況が継続している。
⇒　学校現場を離れて研修施設での集中した特別な指導・研修が必要と考えられる。


（９）　判断
校長は，次の（ア）又は（イ）のいずれかに該当する場合で，総合的に勘案して「指導力不足等教員」に該当すると判断される教員がいる場合は，様式Ａにその他関係資料を添付して申請又は報告をする。その際，様式Ａの状態・態様の評価に「ｃ」又は「ｄ」がある場合には，必ず問題となる具体の事実行為ごとに様式Ｂを添付するものとする。
	（ア）　観点のいずれかに「Ｄ」の評価がある教員
（イ）　「Ｃ」の評価が複数ある教員


２　市町村教育委員会における対応（市町村立学校教員の場合）
（１）　事実確認
①　１の(９)の校長からの報告に基づき，当該教員に問題行動が認められるかどうか事実確認を行う。
②　問題の緊急性や状況に応じて必要と認められる場合には，保護者，ＰＴＡ関係者，学校評議員又は地域の関係者から情報を収集する。
（２）　校長への指導・助言・支援
校長の報告に対して適切な指導，助言又は支援を行う。なお，必要に応じて，（３）の総合判定及び対応が決定するまでの間，当該教員の教育活動を一定の範囲に制限するよう指導することができるものとする。
（３）　市町村教育委員会における総合判定及び対応
①　指導力不足等教員と認められる教員については，県教育委員会に認定申請を行う。
②　問題行動が精神性疾患等の疾病に起因すると考えられる教員については，県教育委員会に諮り別途方策を検討する。　
③　研修によって改善が期待できない教員については，分限処分を行うよう県教育委員会に要請する。
３　認定申請
（１）　市町村立学校教員の場合
①　市町村教育委員会は，指導力不足等教員と認められる教員については，当該市町村教育委員会を所管する教育事務所を経由して県教育委員会へ認定申請（規則様式第１号）をする。
②　認定申請を行う場合は，当該教員に対して県教育委員会へ認定申請する旨を説明するとともに，当該教員から書面又は口頭により意見を聴取し，その内容を申請書に記載するものとする。
（２）　県立学校教員の場合
①　県立学校長は，指導力不足等教員と認められる教員については，県教育委員会へ認定申請（規則様式第１号）をする。
②　認定申請を行う場合は，当該教員に対して県教育委員会へ認定申請する旨を説明するとともに，当該教員から書面又は口頭により意見を聴取し，その内容を申請書に記載するものとする。
（３）　認定申請の時期
原則として，毎年度４月１日から特別研修を受講できる時期に申請すること。ただし，必要に応じて年度中途においても随時行うことができるものとする。
４　指導力不足等教員をとらえる観点と認定手続の流れ
	教員に求められる資質能力


観　　点


状態・態様
具体例
・状況を把握し判断

する際の指標
・観点の要素
・指導の方向性

①状態・態様

の表出される

事実行為


	　　　
 

③「関係者の反応」「他の教員とのかかわり」「管理職の指導の経過」「本人の受け止め」の状況を加味し総合的に評価

②具体例に照らして，指導後の事実行為の状況を「問題の程度」「問題の頻度」に応じて「児童又は生徒の反応」の観察評価も加えて評価

④Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの
４段階








第４　指導力不足等教員の認定（第４条関係）
（１）　県教育長は，認定申請された教員について適当な時期に，問題行動の事実確認を行うほか当該教員から意見聴取を行うものとする。
（２）　県教育長は，認定申請された教員について，申請者から提出された規則様式第１号，校長の意見書（市町村教育委員会が申請者である場合に限る。），様式Ａ，様式Ｂ及び調査・資料収集等により得た情報を参考にし，さらに第４条に定める審査委員会の意見及び別に定める指導力不足等教員の認定に関する検討会議（以下「検討会議」という。）の検討結果の報告を踏まえて，指導力不足等教員に認定するかどうかを決定する。
（３）　県教育長は，学校長及び市町村教育委員会へ必要な指導，助言及び支援を行うものとする。
第５　認定手続に係る留意点
（１）　認定手続は，指導力不足等教員として認定される教員に対して不利益処分を科すことを前提として考えてはならず，また，恣意的に運用されることのないようにすること。
（２）　教員に見られる問題行動は，観点の状態・態様が一つだけ突出した行動として現れるものではなく，複合的に現れることが多いこと。
（３）　児童又は生徒の発達段階や勤務している校種を考慮すること。
（４）　若い教員と中堅教員の場合では，必要とされる資質や能力が異なること。
第６　特別研修の実施（第７条関係）
１　研修命令
指導力不足等教員と認定された場合，申請者は，当該教員（市町村教育委員会にあっては当該学校長及び当該教員）に認定された旨を通知するとともに，研修期間に係る研修命令（旅行命令）を発する。
２　研修状況の把握
申請者及び学校長は，研修状況の視察や本人との面談を重ねて研修教員の改善状況等の把握に努めなければならない。
３　研修期間
研修期間は，１年を超えてはならない。ただし，特に必要があると認めるときは，研修を開始した日から引き続き２年を超えない範囲内で，これを延長することができるものとする。
４　研修期間中の分限休職者等の取扱い
（１）　特別研修実施中に，分限休職処分や育児休業，介護休暇，産前産後休暇，病気休暇の承認等（以下「処分等」という。）を行う場合には，原則として，その時点において特別研修を中止し，処分等の期間終了後に，新たに指導力不足等教員の認定を行い，新たな特別研修を実施するものとする。その際，新たに指導力不足等教員の認定を行うときは，原則として，当初の認定を行った際の情報と処分等を行う時点までの研修成果に基づいて行うものとする。新たな特別研修については，教育公務員特例法により研修期間が定められた趣旨を踏まえ，処分等を行うまでに特別研修を実施した期間と，新たな特別研修を実施した期間との合計が原則１年，延長した場合でも２年を超えない範囲内で研修期間を設定するものとする。
（２）　処分等を行う時点において，処分等の期間の終了後，特別研修を開始した日から引き続き２年の範囲内で十分な研修を実施できると判断される場合は，中止の手続を行わず，処分等の期間終了後に研修を継続するものとする。この場合において，処分等の期間中に，研修を開始した日から１年を経過する場合には，当該経過する前に，規則第１０条による特別研修終了時の認定を行う。その結果，特別研修の再受講が必要と判断した場合は，当初特別研修を開始した日から引き続き２年を超えない範囲内でこれを延長し，処分等の終了後に研修を実施する。
第７　特別研修終了時の認定（第１０条関係）
１　特別研修終了時の認定
（１）　県教育長は，特別研修が終了したときは，宮城県総合教育センター所長及び当該教員の所属する学校の校長（市町村立学校に所属する教員であるときは，当該市町村教育委員会を含む。以下同じ。）から当該教員の指導等の改善の程度について意見を聴くものとする。
（２）　県教育長は，特別研修終了時の認定を行うときは，第４条に定める審査委員会の意見及び別に定める検討会議の検討結果の報告を踏まえて，認定及び決定を行うものとする。
（３）　研修期間終了時以前において，指導が著しく改善され，又は研修の状況が著しく不良である場合の，研修期間短縮についても(1)と同様の取扱いを行うものとする。
２　特別研修終了時の認定における判断基準
（１）　宮城県総合教育センター所長は，第３の１（５）～（９）の手続を準用して特別研修終了時における教員の評価を行うものとする。
（２）　県教育長は，(1)の評価のほか，教員本人，教員の所属する学校の校長，委員会の意見等を総合的に勘案して判断するものであるが，おおむね次の基準により，特別研修終了時の認定を行うものとする。
①　指導力不足等教員に該当しなくなった：学校復帰
おおむね課題が改善され，観点別評価のいずれもが「Ａ」か「Ｂ」である場合。
②　指導力不足等教員に該当しなくなったが，研修を継続：校内研修へ移行
おおむね課題が改善され，観点別評価の１つだけが「Ｃ」評価で，その他はいずれもが「Ａ」か「Ｂ」であり，学校現場の研修で更に改善が見込まれる場合。ただし，学校現場の研修で更なる改善が見込まれず，児童生徒への悪影響を及ぼすと判断される場合は，研修期間延長についても検討する。
③　指導力不足等教員に該当し，特別研修を継続：研修期間延長
観点別評価が「Ｂ」「Ｃ」中心であるが，更に特別研修を継続することで指導等を適切に行うことができる程度までに改善が見込まれる場合。
④　指導力不足等教員に該当し特別研修を終了：研修以外の措置を検討
課題の改善が図られず，観点別評価のいずれか一つに「Ｄ」評価があるか，「Ｃ」評価が複数あり，引き続き特別研修を実施しても指導等を適切に行うことができる程度まで改善する見込みがない場合。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この運用基準は，平成２０年４月１日から施行する。
　（旧運用基準の廃止）
２　指導力不足等教員の取扱いに関する規程運用基準（平成１５年３月１４日施行。以下「旧運用基準」という。）は，廃止する。
　（経過措置）
３　この運用基準の施行の際，現に指導力不足等教員の取扱いの関する規程（平成１５年宮城県教育委員会訓令甲第２号）第４条の規定により研修教員と認定されている教員については，旧運用基準は，この運用基準の施行後も，なお効力を有する。
附　則

　（施行期日）
この運用基準は，平成２５年４月１日から施行する。
附　則

　（施行期日）
この運用基準は，平成２８年４月１日から施行する。
関　係
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観点のいずれかに「Ｄ」がある場合，または，「Ｃ」の評価が複数ある場合で総合的に判断して「指導力不足等教員」に該当する教員
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